国民健康保険制度パンフレット作成事業者選考要項
１　業務の概要
（１）　業務名
国民健康保険制度パンフレットの作成
（２）　業務内容
本件は、国民健康保険制度のパンフレットを作成するため、事業者が作成しているパンフレットをベースに、本市の保険料率等を加筆・修正のうえ、令和７年度版と令和８年度版の国民健康保険制度パンフレットを作成するものである。
２　参加資格要件
事業者の参加条件は、次のとおりである。
・横須賀市競争入札参加資格有資格者名簿に記載があること。
・横須賀市の規定による指名停止期間中の者でないこと。
・平成31年４月１日以降に国民健康保険制度説明用パンフレットの作成を行っており、地方公共団体において実績があること。
３　質疑締切日
令和７年２月19日（水）午後５時必着
４　選考方法

本パンフレットは、被保険者に分かりやすく、かつ行政職員が説明しやすいものでなければならないため、事業者が作成しているパンフレットを比較し、構成・文章・イラスト・色彩など価格以外の条件で１次選考を行う。

次に、１次選考を通過した事業者で見積合わせを行い、最も低い金額を提示した事業者を本業務の事業者として決定する。

（1） １次選考
	1 提出書類
	国民健康保険制度パンフレット　10部（事業者名を塗抹したもの）

	2 提出期限
	令和７年３月４日（火）午後５時必着

	3 選考委員
	健康保険課及び健康管理支援課の係長７名

	4 選考方法
	選考委員が、事業者から提出されたパンフレットの見本を「国民健康保険制度パンフレット評価書」に基づき、採点する。

採点を合計した結果、最高点を取得した事業者と、最高点に対して85％以上の得点を取得した事業者を１次選考通過者とする。
ただし、各基準において最低評価（１点）がある場合は除外する。

	5 評価内容
および配点
	国民健康保険制度パンフレット評価書のとおり

	6 １次選考結果の通知
	選考結果は、「１次選考通過結果通知書」により、令和７年３月12日（水）に各事業者へ発送する。


（２）　２次選考
	①見積書提出
	提出期限
	令和７年３月19日（水）午後５時必着

	
	見　積　額
	令和７年度、令和８年度の総価見積とすること。

内訳として各年度の単価および数量を記載すること。

なお、令和７年度及び令和８年度の見積額は、下記の見積限度額を超えない金額であること。

	
	印刷部数と見積限度額（税　込）
	令和７年度　 85,000部（1,683,000円）
令和８年度　 30,000部（　726,000円）

	
	提　出　先
	健康部健康保険課

会社名・件名を記載した封筒に入れ、封緘（要割印）し提出すること。郵送、持参等提出の方法は問わない。

	②選考方法
	１次選考を通過した事業者で、見積合わせを行い、令和７年度及び令和８年度の合計見積額が最も低い額を提示した事業者を本業務の事業者として決定する。

ただし、同額の見積書を提出した事業者が２以上ある場合は、1次選考における評価点数が最も高い事業者を本業務の事業者として決定する。また、評価点数も同点であった場合は、くじ引きによって決定する。くじ引きする際は、別途指示する。

パンフレットは、各社３種類までとすること。

	
	見積合わせは、次のとおり実施する。なお、立ち会いは自由。立ち合いを希望する場合は下記の時刻までに健康保険課窓口へ来庁すること。
・日　時：令和７年３月21日（金）午前11時
・場　所：本館２号館６階　健康保険課会議室

	③２次選考結果の通知
	選考結果は、「決定事業者名および契約金額通知書」により、令和７年３月24日（月）に各事業者に発送する。


５　契約の締結

	２次選考で選定された事業者と随意契約を行う。なお、その者との協議が整わない場合、その者が業務を遂行できないと認められる場合、その者が契約までに資格要件を満たさなくなった場合にあっては、次点者と協議の上、契約を締結する場合がある。


６　仕様

	1 履行期間
	契約締結の日から令和７年６月24日（火）まで

	2 納入場所と

納付部数
	健康部健康保険課、各行政センター（10か所）

（納付部数は、別添「パンフレットの送付先一覧」のとおり）

	3 契約方法
	総価契約

	4 支払方法
	納品後、年度ごとの一括払い

	5 納期
	令和７年６月24日（火）

	6 規格
	重さ：12g以下
サイズ：定形封筒に入るサイズで、縦160mm以上、横85mm以上
ページ数：28ページ以上

	7 校正
	校正２回　色校１回

	8 内容
	次の内容をすべて説明していること。

・国保のしくみ

・国保の届出・国保の加入者

・国保の保険料（保険料の計算方法）

・保険料の軽減・減免

・保険料の納め方

・保険料を滞納した場合の措置

・療養の給付

・入院時食事（生活）療養費

・療養費の支給、出産育児一時金、葬祭費、訪問看護療養費、
移送費

・高額療養費、限度額認定証、高額医療・高額介護合算医療費

・特定疾病

・国保の給付制限、第３者行為

・高齢受給者証

・後期高齢者医療制度

・介護保険制度

・特定健診・特定保健指導

・ジェネリック医薬品希望カード

・口座振替の案内

	9 その他
	本案件は、令和７年度から令和８年度までを計画期間とする国民健康保険制度パンフレットである。このため、計画期間中の各年度の当初予算が承認された上で、市と当初契約を行った事業者とが合意した場合においては、国民健康保険制度パンフレットの増刷に関する随意契約を可能とする。
なお、増刷にあたって、制度の改正等により内容を修正する必要がある場合は、校正を行った上で増刷する。この場合において原則、契約単価は変更しない。ただし、当初契約時の印刷部数から２割以上部数の増減があった場合に両者協議により契約単価を決定する。
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